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米国の政府と産業界はどちら
も、米国企業とその海外顧客、
パートナー、現地社員が直接交
流することの必要性を理解し、
支援しています。

しかしながら、他の多くの国
々と同様、米国は安全保障上の
懸念から、米国に入国しようと
する人々を慎重に審査せざるを
得ません。

海外渡航手続きにおける当初
の警備上の変更は、必ずしも期
待していたほどスムーズにいく
とは限りませんでしたが、9.11同時多発テロ以降の４年間に、大
きな改善が見られました。

効果的な警備体制と開放性を貫く姿勢との間でバランスを取
ろうとすれば、海外渡航手続きのさまざまな段階で、審査時間が
長くなります。しかし、米国政府は残された課題の解決を目指
し、財界指導者たちとの協力を続けています。

これらの問題は、以下に示す2005年８月に米国の官民の専門
家の間で行われたパネルディスカッションで議論されました。参
加者は、ダグラス・ベーカー米国商務省サービス業担当次官補、
エリザベス・ディクソン・インーガソルランド国際移民サービス
・アドバイザー1、ジャニス・ジェイコブズ米国国務省ビザサー
ビス担当次官補代理、ランデル・ジョンソン米国商工会議所副会
頭2、マイケル・ニーファック米国国土安全保障省移民政策担当
ディレクターです。アレクサンダー・フェルドマン米国国務省国
際情報プログラム局コーディネーターが司会として、参加者に質
問します。

渡航の円滑化に向けた協力体制

質問（司会者）：重要な課題のひとつとして、米国政府が米
国の産業界と、実際にどのような協力体制を取っているか、とい
うことがあります。この点についてお聞かせください。

ジェイコブズ：私たちは9.11テロ事件後のビザ関連の仕事
を、国境保全と門戸開放の間でバランスを取っていると表現する
ことがよくあります。そしてこの任務は、在外領事担当官が、商
用渡航者のビザだけでなく、米国を訪れるその他の合法的な旅行
者のためのビザを審査する際に、毎日やっていることです。

私たちは数多くの円滑化プログラムを設置してきました。
2004年７月には在外領事館に公電を打ち、商用渡航が米国にと

っていかに重要であるかを、つま
り重要な経済上の理由を再認識し
てもらいました。米国の旅行・観
光業界は、年間約930億ドルもの収
益を生み出していますからね。

また在外領事館に、商用渡航
の円滑化のために、どのような施
策を講じているかを尋ねてみまし
た。そうしたら全公館から回答が
あり、地元の米国商工会議所との
協力で進めているプログラムや、
大企業が大使館や領事館に登録し
て、社員の面接の予約をスムーズ
にする方法について説明がありま

した。なかには、商用渡航者専用ラインを用意している領事館も
あります。

領事館が実施しているそれぞれのプログラムをすべて検討
し、10月に商用渡航の円滑化のための最良の事例について説明
した公電（全世界向けの通達）を送りました。そしてすべての領
事館に対し、緊急の予約を必要とする渡航者のために、何らかの
手続き、例えば予約日時より前の来館といったことを提案するよ
う求めました。

その他にも、すべてのビザ申請者のために、ビザ要件に関す
る詳しい情報を提供するよう努力しています。そのためにウェブ
サイト(http://www.travel.state.gov) をさらに充実させました。こ
のサイトにアクセスすれば、ビザ審査面接で予想される質問や持
参すべき書類などについての情報を得ることができます。

また、米国への渡航を予定している人が、ビザ申請書を提出
する領事館での待ち時間がどれくらいかを調べることができる
ように、このウェブサイト上に予約待ち時間の情報を掲載する
よう要請しました。（http://travel.state.gov/visa/temp/wait/
tempvisitors_wait.php）

もうひとつ、在外領事館に言ってきたのは、それが医療上の
理由であれ、大型商取引のために指定された予約日時よりも早く
来館しなければならないといった場合であれ、緊急に渡航する必
要がある人を対象とした手続きを用意しなければならないという
ことです。領事館は、それを実現するための措置を講じなけれ
ばなりません。（http://travel.state.gov/visa/temp/types/types_
2664.html）

質問：ダグ、商務省はこの問題にどう対応していますか。商
務省は政府と、もちろん、産業界の橋渡し役という立場ですね。

米国でビジネスをするには

ラウンドテーブルの参加者：左からジャニス・ジェイコブス、ダグラス・ベーカー、
マイケル・ニーファック、エリザベス・ディクソン、ランデル・ジョンソン、司会の
アレクサンダー・フェルドマン

　以下に掲載したのは、米国の官民の入国管理専門家の間で行われた、海外商用渡航に関する自由討論会の内容を編集したものです。討
論会のビデオは、国務省のウェブサイト (http://usinfo.state.gov/journals/itps/0905/ijpe/rntbl.htm)で視聴できます。



41eJOURNAL USA SEPTEMBER 2005

ベーカー：9.11テロ事件の直後に、ワシントンＤＣでビザ政策
と安全保障問題の重要性が高まり始めたので、テロ事件がわが国
産業界の経済の安全保障にとって大きな懸念材料になるだろうと
思いました。産業界は民間部門の雇用を創出する源泉であり、サ
ービス部門で8800万人、製造部門で1500万人と、非常に多くの
米国人を雇用しています。

そこで私たちは国務省に働きかけました。また当時の移民関
係の諸機関にも働きかけ、ビザ政策と円滑なビザ申請手続きの継
続が急務であることを、確実に理解してもらえるように努めまし
た。［注：ここで言う「当時の移民関係諸機関」とは、2001年
９月11日の同時多発テロ事件後に新設された国土安全保障省に統
合された移民帰化局（ＩＮＳ）などの国境警備・検査機関を指し
ます］

私たちはワシントンＤＣや世界各国の首都にある米国商工会議
所と緊密に協力し合い、ビザ発給の遅延によって発生する課題や
懸念事項にきちんと対応してもらえない場合は、商務省に連絡す
る必要があることを明確に理解させました。その一方で、省庁間
手続きに取り組み、行く手にある様々な障害を取り除くだけでな
く、重要なテーマのひとつであるビザ発行手続きの透明化にも努
力を傾けることにしました。

質問：ランディー、米国商工会議所は、この商務省との関係を
どう見ていますか。

ジョンソン：以前私たちは、国務省と国土安全保障省に対して
かなり批判的で、「産業界の心配事には、誰一人、耳を貸してく
れないじゃないか」と言った表現を使っていました。また9.11テ
ロ事件後の状況から、誰もが［安全保障対策強化の必要性］を理
解していましたが、それでも主張すべきことははっきり主張しな
ければなりませんでした。実際、私たちは大声を張り上げて、わ
が国の経済上の安全保障は重要だと言いましたよ。そして現実
に、経済上の安全保障は、商工会議所も支持した、国土安全保障
省が新設されるときの綱領の一部として認識されました。

つい最近、コロンビアのボゴタの商工会議所から連絡がありま
した。現在は手続きがとても順調に進んでいて、大変喜んでいる
とのことでした。一方で、他の商工会議所からは、相変わらず問
題があるという報告も受けています。

問題のひとつは、［米国政府と産業界の］意見交換が、いささ
か場当たり的であることだと思います。制度をもう少し正式なも
のにするために、ここワシントンＤＣで、例えば、民間部門と公
共部門間の諮問委員会といった形で、正式なシステムを作ること
も、ひとつのアイデアだと思います。

状況は次第に改善されていますが、今でも産業界では、苦情を
言ったり、手紙を書いたりして、それが何らかの成果を上げると
期待する、このあいまいな手続きの代わりに、誰かと直接話をし
て事態を改善させることはできないのかと感じています。

質問：エリザベス、あなたの会社が直面している問題と、私た
ちが認識すべき課題について少し話してください。

ディクソン：分かりました。まず、私は大企業の［代表とし
て］国務省とフォーチュン誌500社のような大企業との会議に何
度も参加していますが、私たちと定期的に会合を持ち、私たちが
経験しているストレスの一部を理解してくれる国務省と国土安全
保障省の懐の深さを高く評価しています。

国務省のウェブサイトはすごく便利だと思います。私たちもこ
のサイト（http://www.travel.state.gov）  にリンクしています。
非常に良く出来たウェブサイトですが、掲載されている情報が最
新であれば、です。予約待ち時間が、実際に私たちが経験してい
るのと時々食い違っていることがあります。それでも、おおよそ
の時間としては十分役に立ちますけど。

領事館と協力した取り組みが成功した一例として、大幅な遅延
があったときのことがあります。ビジネス上、どうしても渡航が
必要なことを確実に証明できた場合に、ビザ面接の予約日を早め
ることに成功したケースがあります。

緊急の商用渡航について、その必要性を明確に証明できれば、
領事館側はそのための予約を確保することに、柔軟性も積極的な
姿勢も示すことがわかりました。

質問：たくさんのことが順調に進んでおり、改善もされている
という感じを受けましたが、産業界と引き続き協力し制度を改善
して行く上で、いくつかの課題がありますね。

米国のビザ・入国問題

質問：討論会の第２部では、外国または国際企業の経営幹部が
米国を訪問しようとしたとき、実際にどのような問題に直面する
かについて話し合いたいと思います。

エリザベス、あなたは先ほど、この問題について少し触れまし
たが、もう一度この課題に戻ってお話を伺いたいと思います。

ディクソン：最も難しい問題のひとつは、手続きに一貫性が
ないことだと思います。全く同じ書類を持たせて５人をビザ申請
に送り出しても、難なく通る人もいますし、［一方で問題にぶつ
かる人もいます］。その他に、私たちにとってよく問題となるの
は、ビザ発給ミスです。何年も前には、申請者が朝一番にビザ申
請を行い、午後にパスポートを引き取りに行ったとき、何らかの
理由でミスがあり、その場で気付いた場合には、その場で訂正し
てもらえました。

それから、私はビザに関する互恵協定は、本当に重要な問題だ
と思います。中国での大きな成果は、12カ月有効な複数回入国ビ
ザを再交渉して合意に達したことです。このビザは中国から米国
に入国する人々だけでなく、中国を何度も訪れる米国人商用渡航
者にも役立つものです。ですから私は、すべての互恵協定を再交
渉することが望ましいと考えますし…。

ジェイコブス：そうですね。
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ディクソン：…延長してもらいたいとも思います。そうすれば
確実に領事部の負担を減らすことができますからね。

ジェイコブス：おっしゃるとおりです。

ディクソン：それだけでなく、国際的な商用渡航の円滑化
も…。

ジェイコブス：私たちは互恵協定の延長について、いつでも
他国の政府と交渉する意思を持っています。ただし、同種のビザ
でその国を訪れる米国市民が同じ待遇を受けられることが条件で
す。言わば、そこに、この問題のすべてがあります。つまり、相
手国には、同等の待遇を米国人に与えてもらわなければなりませ
ん。

質問：ランディー、同じような問題を感じていますか。

ジョンソン：ええ。ビザ審査官が［ビザ発給の是非を判断する
ために］使う基準［に関する情報］がないからだと思います。そ
して、時々私たちが耳にするのは、申請者はビザ発給を拒否され
た理由が全く分からず、説明されてもよく理解できないというよ
うなことばかりです。

時々思うのですが、これはおそらく旅行者が必ずしも国務省の
「お客様」ではなく、細かく審査しなければならない人物として
認識されているからではないでしょうか。しかし申請者が一部の
担当官からちゃんとした扱いを受けていないと感じるような関係
もあります。そして、それが小さな問題か大きな問題かにかかわ
らず、そういった認識は広まっていくので、何らかの形で時々チ
ェックする必要があるのではないかと考えます。

ジェイコブス：国務省の現場の領事担当官は、実際に大使館を
代表するだけでなく、時には米国という国全体、または米国政府
そのものを代表しています。ですから、私たちは領事担当官に対
し、ビザ申請に対する判断がどんなものであっても、領事館まで
出向いてくる申請者には、品位をもって接するよう、繰り返し伝
えています。申請者は、品位ある丁寧な扱いを受けるべきです。
またビザ発給が拒否された場合には、申請者はその理由を理解す
る必要があります。

領事担当官は、書面で拒否理由を提示することが義務付けられ
ています。当然のことながら、申請者は緊張しているので、回答
がなぜ「ノー」なのか理解できない、といったことが、時々起こ
るのだと思います。多くの場合、それは申請者が自国との十分な
つながりを証明できなかったので、移民する意思があるように見
え、領事担当官は法律に従ってビザを拒否せざるを得ないという
のが実情です。

質問：でも、一貫性の問題はどうなりますか。

ジェイコブス：どのケースも個人の事情によって判断されま
す。ですから同じ目的で［渡航する］2人の申請者がいたとして
も、申請者の事情はそれぞれ違うかもしれません。その場合、領
事担当官の判断はおそらく異なるでしょう。

私たちは領事担当官たちに、ビザ審査に必要な研修やツールを
すべて提供しますが、申請者が適格かどうかの判断は、最終的に
は担当官に任せています。私は、ほとんどのケースで、領事担当
官たちが正しい決定をしていると思っていますが、彼らもまた人
間であり、時には間違いを犯すこともあるでしょう。

質問：こうしたビザ関係全体で、国土安全保障省はどのような
役割を果たしているのですか。

  
ニーファック：法律により、国土安全保障省は、ビザ政策を決

定する上で最も重要な役割を担っています。国務省はビザを発行
し、海外の領事館［の業務］、つまり適格者かどうかの判断を担
当しています。しかし、その人物が米国に到着すると、各国境入
国地の移民審査官の仕事になります。

私たちも、今ジャニスが説明したような問題、同じ課題を多数
抱えています。心配で緊張した申請者とか、緊急に行わなければ
ならない面接とか、そうしたことすべてです。

私たちは、米国が訪問者を歓迎する国となるためには、顧客
サービスが重要であると、強く訴えてきました。すべての申請者
を、同じように尊厳を持って扱うことができない審査官を容認す
ることはできません。

すべてが完璧と言うつもりはありません。私はこの分野で、産
業界とより緊密に協力できるのではないかと考えています。つま
り、対顧客関係の面です。そして、この点については、いつでも
検討する心構えができています。

私たちには民間部門を担当する部署がありますが、それは産業
界に影響する問題のための重要な情報源であるとともに、こうい
った問題を私に伝えてくれます。たくさんの問題に気付かせてく
れ、それらの問題を解決してくれるほか、業界との橋渡し役を果
たしています。

ベーカー：米国企業から何度も聞くことのひとつに、ビザ申請
が拒否された場合に、領事担当官の判断に明確なパターンがない
ように見えるということがあります。ある人は合格したのに、

［その一方で］別の人は拒否される。ところが［その２人
の申請者は］ほとんど条件が同じように見える。

大企業であれば、弁護士に電話で依頼することであろうと、米
国商工会議所の面接を迅速化する手続きであろうと、確かに、頼
みの綱や救済手段を持っているケースは多くなっています。とこ
ろが、ワシントンＤＣの米国商工会議所の会員でもなく、外国の
首都のどの米国商工会議所にも属さない中小企業は、実質的に頼
る手段がないということも分かりました。

そこで、私たちは国務省に相談し、このワシントンＤＣに「ビ
ザ促進センター」を開設する試験プログラムに同意してもらいま
した。これは中小企業を対象とする国務省の問い合わせ窓口で、
ここを通じて申請者は［ビザが拒否されたことの］本当の理由が
何なのかを知ることができます。
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ジェイコブス：中国に対する関心
が非常に高いこともあり、まずは、中
国、つまり中国で事業を行っている米
国企業のみを対象にとする試験プログ
ラムから始めました。そして、最近、
実は先月ですが、この試験プログラム
を、全世界を対象とするプログラムに
拡大することを決めたばかりです。

これはどういうことかと言います
と、企業規模の大小にかかわらず、米
国企業がビザ取得方法に関する情報を希望する場合、あるいは特
定の問題がある場合、どの企業も、この国務省ビザ担当部門に新
設された「ビザ促進センター」に連絡することができます。ま
た、センター(businessvisa@state.gov) に電子メールを送ることも
可能です。

質問：私たちが直面しているのは、手続きの遅延と透明性の問
題、そしてビザの申請者が何を必要としているかに対する理解が
欠けていることのようですね。

では、討論会の第３部で、その話題に触れたいと思います。つ
まりこの手続きを確実に、出来る限り円滑に進めるためにはどう
すれば良いかということと、申請書類審査について領事担当官と
国土安全保障省の両方を支援するために何ができるかということ
についてです。

商用ビザの取得

質問：この討論会の第３部は、米国入国のためのビザ入手に関
する実務的な事柄、商用渡航者が知っているべき情報、そして在
外大使館の領事担当官に提供しなければならない情報について取
り上げます。

ジェイコブス：先ほどお話したように、国務省のウェブサイト
にビザ条件に関するたくさんの情報が掲載されています。基本的
に領事担当官が…。

質問：皆さんに、ウェブサイトのアドレスを教えてあげてくだ
さい。

ジェイコブス：http://www.travel.state.gov です。領事担当官が
実際に知りたいのは、申請者自身のこと、申請者の自国での状況
に関する［できる限り］多くの情報、それに米国への渡航計画に
関する情報です。

そこで、来館時に申請者は母国との「つながり」を示すことが
できなければなりません。それを証明する証拠を持参する必要が
あります。

質問：「つながり」とは何ですか。

ジェイコブス：それは、自国で仕事を持っている、家族が母

国にいる、母国の学校に通っていると
いうように、米国への短期訪問後に自
国に戻る理由があることを示す証拠で
す。

質問：では、どんなものが証拠と見
なされるのですか。

ジェイコブス：そうですね、雇用者
からの手紙や給料明細書を見せてほし
いと要求することもありますし。不動
産を所有していれば、多分その不動産

の権利書とか、そういった種類のものです。いわゆる必要書類の
リストといったものはありませんが、自国に生活の基盤があるこ
とを示すどんなものでも持ってきていただければ、領事担当官に
とって役立ちます。

それから、米国への渡航に関する限り、その人物が誰なのか、
なぜ米国滞在が必要なのか、米国で具体的にどんな活動をするの
か、といったことすべてを説明した手紙も大いに役立ちます。 

自国との結びつきにも、渡米目的にも何の問題もなければ、ビ
ザの受給資格を得るのは比較的容易です。

ニーファック：国土安全保障省では国境入国地で審査を行う
ときに、大体同じようなことを調べます。話のつじつまが合って
いるかどうか、渡航理由と自国に戻ることをはっきりと示してい
るかどうか、などです。国土安全保障省はその審査を国境でもう
1回行わなければなりません。

長期間有効なビザの場合、［米国に再入国する際に］身上など
に変更があれば、申請者は現在の状況に関する最新情報をすぐに
提示できるようにしておくことが重要です。

質問：では、旅行の際にそれらの書類を実際に持ってこなけれ
ばならないのですか。

ニーファック：そうしておけば万全でしょう。というのは、国
土安全保障省の審査官は、空港や港で即断しなければならないか
らです。特にビザが当初発行されてから長い年月が経っている場
合、自分の立場を立証するのに必要な情報を所持していることは
重要です。

ディクソン：そのような場合、役立つと思えば私たちは国境
入国地あての書簡を用意することがあります。私たちが実施した
もうひとつのことは、これは特にＪ－１プログラムに関してです
が、指示書に詳細なリストを記載したことです。つまり領事館に
持参しなければならない書類だけでなく、所持すべき書類のリス
トです。

それで、ジャニス、さきほど自国とのつながりを話題にして
いたとき、私の会社のことに触れましたが、当社ではその問題［
自国との結びつきを証明する必要性］を解決するための書簡を準
備するにあたり、質問表を作成しました。特に言葉の問題がある

「顧客サービスが重要である

と、強く訴えてきました。（中

略）すべての申請者を、同じよ

うに尊厳を持って扱うことがで

きない審査官を容認することは

できません」　

　　　　　－マイケル・ニーファック
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場合、その［要件］を説明しやすくす
るためです。例えば、中国の企業の多
くは、社宅を社員報酬パッケージの一
部にしています。そうすると社員はそ
れ［家の所有権］を示せないわけです
が、しかし「つながり」は長期雇用そ
のものであり、そして家族が社宅に住
んでいるという事実であることを、書
簡で示すことができると思います。そ
のようにして私たちはこの問題に対処
しようと努力しています。

ジェイコブス：インガーソルランド
社がやっていることは素晴らしいと思
います。企業に関する情報や、申請者が米国内で何をする予定な
のか、そして申請者の渡米目的について、もらえる情報が詳しけ
れば詳しいほどありがたいです。例えば設備見学が目的だとか、
複数の都市を訪問する場合には旅程だとか、こういった情報はす
べて非常に役立ちます。申請者は旅行についても説明できなけれ
ばならず、米国内での活動についても説明ができなければならな
い、ということです。

国境入国地でのことについて、ちょっと簡単に付け加えさせ
てください。私たちは現に、電子的に発行されたビザに関する情
報を共有しており、国境入国地の審査官は、そのビザが領事館の
発行したものであり、正式な書類であることをすぐに確認できま
す。結局それが渡航の円滑化にとても役立っていると思います。

ジョンソン：マイク、この討論会の聴衆の皆さんに安心しても
らうために申し上げますが、領事館で承認されたビザを保有して
いる人が、はるばる米国まで旅をし、国境入国地で入国を拒否さ
れ、自国に引き返さなければならないというケースは、めったに
あるものではありません。

ニーファック：まったく新しい事情でも発生しない限り、そん
なことは起きませんよ。

ジェイコブス：おそらくビサ発行後に新しい情報が出てきたと
か、何かそう言ったことでしょう。でも確かに異例のことです。

質問：指紋押捺とか指紋のスキャンについて、多くの人が耳に
していると思うのですが、まず、これは全員に義務付けられてい
るのですか。

ジェイコブス：2002年5月に連邦議会は、基本的には国務省が
発行するビザに、生体認証情報を含むことを義務付ける法律を成
立させました。

質問：「生体認証情報」とはあいまいで大げさな言葉ですね。

ジェイコブス：生体認証情報とされるものには、いろいろな
ものが考えられます。国務省は両手人指し指の指紋採取プログラ
ムの導入を決めました。というのもメキシコですでに似たよう
なシステムを使っていたからです。2004年の10月26日までにそ

れ［システム］を世界各地に配置しな
ければなりませんでした。ですから、
200以上の在外公館にシステムを配置
するために、メキシコとほぼ同様のシ
ステムを使ったのです。

でも実際には、指紋押捺ではありま
せん。小さな箱のような指紋スキャナ
ーです。ビザ面接の手続きが、30秒
ほど余計にかかるだけです。それはも
う、あっという間です。

  
質問：でもそれは、イスラム教徒や

中近東だけを対象ということではない
のですね。

ニーファック：そんなことはありません。

ジェイコブス：そんなことは全くありませんよ。全世界共通
の条件です。基本的には旅行者の身元を確認することが目的です
が、その渡航者が所持しているビザが別の名前で発行されていな
いことを確認するためでもあります。つまり、身元を詐称する者
がいないようにするためです。

ニーファック：渡航者が空港・海港に到着すると、私たち［税
関国境警備局職員］は同じ作業を行います。 [US-VISITプログラ
ム] が申請時に入力されたデータと照会し、渡航者がビザを取得し
た人と同人物であることを確認します。

ですから、このシステムによってプロセスが遅れることは全く
ありません。むしろ迅速化されます。その渡航者が申告どおりの
人物であり、米国に正当な用事があることが確認されれば、その
人は自由に通関できます。

ジェイコブス：自国にしっかりした生活の基盤があることを
証明し、米国への訪問理由を明確に説明することができさえすれ
ば、何も問題はないはずです。

ニーファック：US-VISITシステムについて、実施方法、特に
陸地の国境での実施方法についてかなり不安がありました。今ま
でのところ導入は順調で、国境で特に深刻な遅延は発生していま
せん。また、システムの導入に大きな懸念を抱いていた商工会議
所、例えばラレド［メキシコとの国境にあるテキサスの町］の商
工会議所なども、実施状況に満足しています。

質問：そうですか。ではその点については、次のセクションで
触れることにしませんか。まさにその点について話し合うつもり
でしたから。ビザを取得できなかったらどうしたらいいのか。再
審査を求めたり、拒否された理由をさらに詳しく知るにはどうす
ればいいか、といった問題です。

支援を要する場合

質問：これが本日の公開討論会の最後のセクションです。この

「自国とのつながりと渡米目的

に何の問題もなければ、ビザの

受給資格を得るのは比較的容易

です」　　－ジャニス・ジェイコブス
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討論会を締めくくるにあたり、
米国の産業界が、米国を訪れる
取引先、顧客、社員のビザ取得
を円滑にするために率先してで
きることについて、少し話し合
いたいと思います。

また、うまくいかない場合、
ビザが拒否された場合、あるい
は迅速に何らかの対処をする必
要が生じた場合にはどうなるのか、ということについても触れた
いと思います。

ダグ、海外商務官について、少し説明してください。どのよう
な職務にあり、このビザ手続き全般でどのような手助けをしてく
れるのですか。

ベーカー：商務省は海外商業サービス局を通じ、世界85カ国に
事務所を設置しており、そのほとんどは大使館や領事館の中にあ
ります。

9.11テロ事件以前、海外商務官は特定のビザ申請者の身元保証
人になることができましたが、テロ事件後の法律変更に伴い、こ
れは廃止されました。ビザ手続きがさらに改善されれば、商務官
による身元保証を再開できるのではないかと期待しています。

それ以外では、商用ビザを申請する人には、できるだけ早く申
請手続きを行うことをお勧めします。

そして、企業側ができるだけ多くの情報を集めてくれれば、と
ても役に立ちます。

そしてビザが拒否されたり、予定どおりに入国できなかったり
した場合、遠慮なく［現地の米国大使館内の］商業サービス事務
所を通して、または、直接ワシントンＤＣの商務省に連絡してく
ださい。

質問：それで、商業サービス事務所の所在地が分かるウェブサ
イトはあるのですか。

ベーカー：ありますよ。商務省のウェブサイト(http://www.
doc.gov)に入り、海外商業サービス局へのリンクをクリックして
ください。

ジェイコブス：ビザ申請者が適格かどうかは、面接を行う領事
担当官が判断します。そして先ほど私が言ったように、担当官が
得る情報が詳しければ詳しいほど、容易に判断できます。

先ほどビザが拒否された場合のことについて少し話しました
が、私たちが窓口担当官（ライン・オフィサー）と呼んでいる、
現地のビザ審査担当官によって拒否されたものはすべて、現地の
上級監督官がチェックしています。そして、この上級監督官がビ
ザ発給拒否に同意しない場合には、申請者は［再度面接を受ける
ために］呼ばれます。

申請者はいつでもビザの再申請ができま
す。再申請を妨げるものは、何もありませ
ん。しかし、前回の申請時に不足していた重
要な情報が新たに得られたとか、申請者の事
情が大きく変化したということがなければ、
すぐに何度も再申請しない方がよいでしょ
う。ただし、担当官が自分の立場や事情を理
解してくれていないと感じたなら、気兼ねせ
ずに再申請すべきです。

私たちは、在外領事館で処理されるすべてのケースを［米国
内で］監視しているわけではありませんが、拒否率には注意を払
っています。そして、例えば同じ在外領事館の２人の担当官の間
で拒否率に大きな差があれば、調査する場合もあります。もちろ
ん、その領事館の上級監督官も調査することになるでしょう。

質問：拒否された理由を知る方法はありますか。

ジェイコブス：もちろんありますよ。拒否された場合、それが
法律のどの条項によるものなのか、214条ｂ項なのか他の条項な
のかを説明した書面を受け取ります。すぐ目の前に出されます。

質問：で、その214条ｂ項とは何ですか。

ジェイコブス：214条ｂ項は、最も一般的なビザ拒否の理由で
す。領事担当官が申請者を、移民する意思のある人物と見なした
ということです。つまり、自国とのつながりを立証できなかった
ということです。

質問：従って追加の書類、つまり、自国に戻ってくることにつ
いて何か説得力ある理由を示すものを提供できれば、再申請を考
えてもいいということですね。 

でも、面接を受けられたとしても、一定の処理時間が必要じゃ
ないですか。一般的にはそう考えられているようですが。

ジェイコブス：そうですね、申請者の97パーセントは、面接を
受けて適格だと見なされれば、面接日当日、または48時間以内に
ビザを取得しています。

さらに詳しい身元調査のためにワシントンＤＣに照会されるケ
ースは、ごくわずかです。2002年や2003年には、本当にそうし
たケースが大幅な遅延の原因となっていましたが、その点で大き
な改善を見ました。［２次調査の期間を］79日から14日に短縮し
たのです。大きな進歩だと思います。

ニーファック：国土安全保障省と国務省は緊密に協力し合い、
さらに改善を進めるよう努力しています。チェックすべき人物を
迅速にチェックし、どこかほかでチェックが行なわれている人た
ちを調べずに済むようにするにはどうすればよいのか、というよ
うなことを話し合っています。

ジョンソン：ジャニス、再申請について伺いたいのですが、再

「商用ビザ申請者全員に（中

略）できるだけ早く申請手続き

を開始することをお勧めしま

す」　　　　－ダグラス・ベーカー
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申請するときは、すべての申請書類を再提出しなければならない
のですか。

ジェイコブス：そうです。

ジョンソン：申請手数料を、もう１回払って…。

ジェイコブス：そうです。

ジョンソン：私はロシア大使館で、ビザ取得のために100ドル
払ったところですが、これは多くの人々にとって相当大きな金額
ですよ。

申請者が「この人は私を正当に扱ってくれない。私の審査は誰
か他の人にやってもらいたい」と言えば、一種の再申請で別の担
当官の審査を受けられるような内部手続きはないんですか。その
ようなことは可能なんですか。

ジェイコブス：在外領事館の多くがそうした手続きを採り入れ
ています。つまり、［ビザ］窓口で何回か、例えば２回とも拒否
され、再度申請すると3回目は担当部署の長がそのケースを審査
するといった手続きです。でもそれは実際のところ、［領事］部
の規模や人数によって、領事館ごとに違います。

質問：先ほど国務省のウェブサイトについて話されましたね。

ジェイコブス：ええ。

質問：一方で、先ほど国によって違いがある、とも言われまし
た。［その違いを］知るにはどうしたらよいのですか。どこに問
い合わせるのがベストですか。

ジェイコブス：国務省のウェブサイト(http://www.travel.state.
gov)に入ると、ビザ審査を行っているすべての大使館と領事館の
サイトにリンクがあります。すべての在外公館に対し、緊急にビ
ザ申請を行わなければならない人々のための特別な手続きに関す
る情報を、それぞれのウェブサイトに掲載するよう指示を出して
います。

質問：そして、海外商業サービス局などを通じて、特に商用ビ
ザ申請者を対象とした手続きがあるんですね。

ジェイコブス：あります。さまざまな種類のプログラムがあり
ます。例えば、米商工会議所に登録している企業は、面接予約を
早めることができるプログラムがあります。また、領事部に企業
代表の担当者を置いている大使館もあります。企業はその担当者
に連絡し、予約を取ることができます。在外公館ごとに対応は少
しずつ違います。

9.11テロ事件以後、先ほどお話した、移民する意思のある人
物に関する214条ｂ項に基づいてビザを拒否する件数が増えたと
誤解されているようです。実際には、世界全体での拒否率は、
9.11テロ事件以前に比べ、多少低下しています。

以前と比べ、他の政府機関と共有する情報が増えたとか、例え
ば学生の入学許可を確認できるようになったとか、そういうこと
が重なって、あのテロ事件以後でも、ビザ発給率が高くなってい
ることが分かりました。

ビザの審査基準は変わっていません。実際に変わったのは、申
請者のことを深く知るための措置を講じたということです。面接
を行う申請者が増えましたし、書類等をより細かくチェックして
いますが、資格基準は変わっていません。

司会者：切りが良いので討論会をこの辺で終わりにしたいと思
います。本日は、討論会に参加して、重要な問題についてお話し
いただき、ありがとうございました。結論としては、米国の門戸
は開放されており、渡米目的が商用、留学、観光のいずれであっ
ても、私たちは海外からの渡航者を歓迎しているということだと
思います。

そして、本日伺ったような問題が早急に改善されることを期待
しています。また、一般に信じられていることの中には、事実に
反することもあり、手続き全体を円滑にするために産業界と申請
者にできることもあると分かりました。

お集まりいただいた皆さんに、重ねて感謝いたします。米国で
お会いできるのを楽しみにしています。有難うございました。 

1．インガーソルランド社は、全世界で4万人以上の従業員と
80カ所の製造施設を有する総合工業製品メーカーです。

2．米国商工会議所(AmCham)は、300万社が加盟する世界最大
の非営利企業連合です。102カ国に支部を持ち、内外の米国の大
企業や中小企業を代表しています。



47  SEPTEMBER 2005eJOURNAL USA

「出入国に問題なし」

カルロス・バンニ
チリ事業開発マネージャー
ＢＡＣフロリダ銀行
チリ、サンティアゴ市

チリ担当の事業開発マ

ネージャーである私は、

米国の銀行ローンをチリ

のバイヤーに保証するこ

とで、米国の資本財市場

の 成 長 を 促 進 し て い ま

す。エネルギー、環境、

お よ び 運 輸 分 野 の 顧 客

に、財政支援を提供する

こ と を 専 門 に し て い ま

す。今日の、非常に競争

が厳しい市場に参入し成功するために必要な財・サービスを

顧客に提供してくれる米国は、私のビジネスにとって不可欠

な存在です。

仕事の性質上、私は毎年２回から３回米国を訪れます。過

去７年間もそうしてきましたが、2001年９月11日の同時多

発テロ事件以来、米国の安全保障体制が基本的に変化したこ

とに気付きました。

空港警備の強化は米国での事業活動を妨げているというの

が、一般的な見方ですが、私の場合、不都合な思いはほとん

どしていません。

私が気付いた主な変化は、空港警備の強化に関することで

す。現在米国は、搭乗者に対し、より厳重な警備対策を講じ

ており、搭乗者と手荷物の検査は、さらに入念に行われてい

ます。

米国に渡航すると、入国の際に写真を撮り、指紋も採られ

ます。空港の保安検査では靴を脱ぐように言われ、警備員か

らボディーチェックを受けることもよくあります。手荷物は

監視カメラに通されますが、時には警備員が実際にバッグの

中身を調べることもあります。

こうした検査手続きのために、私は手荷物の詰め方にもっ

と注意するようになりました。機内持ち込み手荷物の中に入

れていた小バサミを取り上げられたことが何度かありました

が、それ以外ではこれまで何も問題はありません。

明らかにこれらの対策の影響で、列が少し長くなり、以前

より保安検査にかかる時間が長くなりました。しかし、米国

に入国する外国人として、粗末に、あるいは無礼に扱われた

ことは今まで全くありません。ただ、渡航目的と滞在期間に

ついて質問されるだけです。私は何の問題もなく入国し出国

しています。

私の仕事に関して言えば、9.11テロが原因で、やり方を大

幅に変えねばならないことは全くありませんでした。米国で

の事業のやり方はテロ以前と同じで、事業計画を変更する必

要は全くありませんでした。米国市場は、引き続き私の投資

事業に不可欠なだけでなく、9.11テロ攻撃後も、米国を旅行

する時に私が感じる身の安全性と安心感は全く変わっていま

せん。

警備対策を相次いで強化しても負担にはなりませんし、個

人的にはひどく不便だと感じたことはありません。米国で仕

事ができることは喜ばしいことです。

確かに検査所を通るのにこれまでより長い時間かかるし、

２時間前には空港に到着しなければなりませんが、これらの

変更は予想すべきことですし、必要なことだと思っていま

す。結局は、より一層安全になったと感じるのですから、私

は多少長い間並んで待つことも気になりません。

米国における警備強化は、また起こりかねないテロ攻撃か

ら、国民と渡航者すべてを守ろうとする、米国の努力の表れ

だと思います。
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　ほかの多くの香港ビジネスマ

ンと同様、私も時々、貿易会社

の仕事で海外出張しなければな

りません。去る５月にも、仕事

の相手先に会うために、米国に

１週間滞在しました。

　香港からシカゴへのフライト

は長時間でしたが、スムースで

した。シカゴには、現地時間の

早朝に到着しましたが、その時

間はアジア時間ではもう夜でした。入国審査エリアに行き、外国

人入国カウンターの列に並びました。30人から40人の外国人が私

の前に並んでおり、順番が来るまでじっと待たなければなりませ

んでした。

　私たちは１列に並ばされ、２人の審査官から、どのカウンター

に行ったらいいか指示されました。すべてが順調に進み、混乱は

全くありませんでした。現場にいた警備員のうちの１人はアジア

系アメリカ人の女性警官でした。

　携帯電話の電源を入れないこと、そして違反した場合は電話を

没収するとの警告の表示が出ていました。すでに飛行機を降りて

いたので、このような制約に少々当惑しましたし、なぜ携帯電話

の使用が問題となるのかが分かりませんでした。その後、これも

安全対策のひとつということを知りました。

15分ほどで最前列に来ると、どの入国審査官のところに行けばい

いか指示されたのでその窓口に向かい、そこでいくつか質問を受

けました。私の答えに納得した女性の審査官は、電子指紋スキャ

ナーのスクリーンに左右の人差し指を交互に置くように言いまし

た。指示に従うと、その審査官は私のHKSAR（香港特別行政区）

パスポートにスタンプを押し、私の米国への入国を許可しまし

た。この一連の手続きは問題もなく２～３分で終了しました。

　米国以外の国に旅行する場合、指紋スキャンをする必要はあり

ませんが、私の個人的意見としては、現在米国が求めている追加

措置に伴う不便さは、取るに足りないものだと思います。また米

国当局によって入手された個人情報が、私自身や私の国に危険や

害をもたらすことはありませんし、米国がすべての渡航者に対し

て要求しているわけですから、米国の安全性を確保するために役

立つものと思います。

　香港在住の中国人である私は、9.11テロ攻撃によって私たち

も不利益を被ったことを記憶しています。米国が自国民のために

安全で繁栄する国であり続けることは、私たち自身の利益でもあ

ると私は感じています。また、米国への渡航者である私が、安全

性向上のために果たさなければならない務めは最小限のものであ

り、私は喜んでその義務を負います。

安全性アップでも不便は最小限
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